
■■

21 2013 / 11  keizai doyu

原発事故は日本全体の課題

福島で起きた原発事故は、日本全体
の重い課題である。もし、このまま改
善されることなく問題を未来へ持ち越
すようなことがあれば、今後起こり得
る南海・東南海地震や首都圏直下など
で、同じ問題を繰り返す日本列島にな
る。課題を克服できなければ民主主義
が根付いているとはいえない。

原発事故で明らかになったことは、
われわれがthinking the unthinkable、
つまり「考えられないことを考える」
という姿勢をおろそかにしていたこと
だ。全電源喪失という異常事態を回避
するための策は真剣に練られていたの
か。そうした発想はわが国には存在しな
かった。しかし今後を考えれば、わが
国には中東情勢をはじめさまざまな課
題があり、多様な電源を維持・確保す
る必要があるため、ニュークリア・ゼ

ロという選択は困難だと考える。従っ
て、原子力規制委員会の安全基準を満
たした炉は再稼働するのが妥当だろ
う。ただし、ありとあらゆる安全性の
チェックが行われなければならない。

事故発生直後から、日本政府の責任
ではなく東京電力の責任とする論調が
目立った。今に至る汚染水問題の不始
末は、当初から国のガバナンスの視点
が乏しかったせいであると言わざるを
得ない。事業者としての責任は責任と
して追及するにしても、廃炉に至るま
での操業の仕組みを、最新技術や知見
を総導入して、国が責任を持って行わ
なければならない。

配電盤型からの脱却が必要

原発事故を含む東日本大震災の実態
を見ると、わが国の中央政府がいかに
非力だったかが分かる。日本は明治の
開国以来、中央に“配電盤”を作り、そ
こと地方との一対一の関係付けをしな

がら全体の力量を引き上げる手法を取っ
た。しかし、今回の震災のように市町
村の役場が流されれば、中央官庁は情
報が遮断され何もできない。この仕組
みを維持することがわれわれのために
なるのか。現地、現物、現場こそがイ
ノベーションの基本であり、それを知
らない中央官庁が、本当に必要な人に
必要なサービスを的確に届けるのは難
しい。やはり、配電盤型からの脱却が
必要だと考える。

一人ひとりに向き合うインフラがな
かったのも問題だ。最近になってよう
やくマイナンバー法が成立した。これ
は条例で地方住民が合意すれば、社会
保障と税以外にもさまざまな使い道が
可能だ。例えば、福島の子どもの健康
調査や賠償の問題などに対しても、有
効活用することが可能だ。

住民の健康問題においては、低線量
被ばくに対するさまざまな見解が散見
される。これに対しては、科学的な知
見に基づいた議論をもっと一般に公開

福島大学うつくしまふくしま未来支援センター棟竣工記念二大都市シンポジウム（経済同友会後援） 9月24日開催

企業・経済界は被災地の復興に何ができるのか
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援：復興庁・福島県・経済同友会・毎日新聞社）が開
催され、約140名が出席した。経済同友会からは、
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大震災・原発事故とこれからの日本
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ディスカッションでは、福島大学う
つくしまふくしま未来支援センターか
ら、被災地企業への支援の現状につい
ての分析や、地域に根差したスマート
シティを実現する『ふくしまスマート
シティプロジェクト』の報告が行われ
た。続いて三菱UFJニコスの佐々木宗
平会長からは、自社における震災を風

化させないための長期的な支援の取り
組みが報告された（経済同友会震災復

興委員会 松本順副委員長の発言は以
下のとおり）。

被災地は震災前より人口減少と高齢
化が著しく、経済が持続できるかどう
かの危険水域にあった。そうした地域
は全国にたくさんある。従って、被災地
が復興を通じて、その他の地域の参考
になるモデルを示せるかどうかが重要
だと考える。そうした中で、企業の役
割は何か。人的、金銭的支援による活
動も重要だが、収益が伴う長期的に持
続可能な新しいビジネスモデルを創造
し実行していくことが求められている。

そうした新たなビジネスは、一部で
はすでに行われている。自社では地元
NPOと組んで、相双地区で頑張る事
業者を訪問する「福島復興かけはしツ
アー」を実施、また「いわて三陸復興ス
タディーツアー」も実施している。こ
れらは、今後の震災に備えて参加者に
さまざまなことを学んでもらうもの
で、かなりのニーズがある。今後は大
手エージェントなどと組んで、海外か
らも参加者を集めたいと考えている。

福島県では小松製作所が、ふくしま
産業復興企業立地補助金を活用して郡
山に第三工場を建設し、地元の雇用に
貢献している。

震災後の新設企業もある。釜石ヒカ
リフーズは、地域の水産加工会社とし
て震災後に起業し、流通網の最適化や
特殊な冷凍技術の導入などに取り組ん
でいる。同じく釜石の石村工業は、水
産業の省力化機械など、地域ニーズに
基づく新商品を開発し、販売を拡大し
ている。

一方、石巻の祐ホームクリニック石

巻では、震災後にクラウドを活用した
在宅医療を展開し、介護・生活サービ
スなどにも事業の幅を広げている。

さまざまな企業が結集したビジネス
モデルもある。岩手県宮古市のスマー
トコミュニティの導入促進事業だ。オ
ブザーバーとして、経済産業省や復興
庁、岩手県も加わり、官民が連携して
本格的にエネルギー事業を展開する。

グランパファーム陸前高田のビジネ
スも注目を集めている。ドーム型の植
物工場で無農薬の野菜を安定的に生産
するもので、地元だけでなく全国のスー
パーなどに販路を拡大している。サン
ドイッチチェーンのサブウェイにも納
入している。

このように、地元企業や大企業では、
新たなビジネスチャンスをつかみ取る動
きが始まっている。その中には他地区の
モデルになるものもあるが、まだまだ足
りない。技術的イノベーションを持つビ
ジネス、あるいはビジネスモデルそのも
のがイノベーティブである取り組みなど、
新たなビジネスの登場に期待したい。

持続可能なビジネスモデルの創造が求められる
松本 順　経済同友会 震災復興委員会副委員長／みちのりホールディングス 代表取締役

していくべきで、それには研究機関の
貢献が不可欠である。

国と基礎自治体の役割が仕分けられ
ない中で、県による広域的調整機能が
不全に陥っている可能性がある。しか
し、それでも福島県がやるべきことは

たくさんある。例えば、仮置き場や中
間貯蔵にかかわることなどは、市町村
では議論ができない。こうした基礎自
治体だけでは解決できない地域調整が
必要な案件は、県が担うべきではない
か。現地、現場の視点から一歩踏み込

んで前に進めていくことが求められる。
いずれにしても、この日本全体の課

題に対し、われわれも含むさまざまな
研究機関や学者、海外の専門家等の英
知を結集し、国が総力を挙げて解決し
ていかなければならない。


